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平成 25(2013)年 12月 12日に決定された
自民党と公明党の平成 26 年度財政改正大
綱によれば、地方自治体間の財政力格差是
正のために地方法人住民税の一部（ 5800
億円）を国が吸い上げ (国税・地方法人税の
創設 )、財政力の弱い自治体に配分する仕組
みが導入される。11 月に総務省地方財政審
議会の有識者検討会（地方法人課税のあり
方等に関する検討会）も法人住民税の一部
を交付税財源に組み入れ、税収の豊かな地
方公共団体から乏しい団体への地域間再配
分を強化する旨の報告書を公表していたが、
こうした動きの背景には現在の地方税制の
下では地方公共団体間に大きな財政力格差
が存在し、その是正が求められていたこと
がある。平成５ (1993)年の衆参両院の「地
方分権の推進に関する決議」から始まった
地方分権改革への取り組みはこの 20 年間
で必ずしも目に見える大きな成果をあげて
いないが、その原因かその象徴なのかはと
もかく、本来、権限委譲とセットで検討さ
れるべき地方財源の拡充は積極的に進めら
れてきているとは言い難い。地方分権を担
うべき地方自治体の財源拡充が曖昧なまま、
地域経済の疲弊は地域間の税収格差をいっ
そう深刻化させ、国から地方への権限委譲
と税財源移譲が一体的に行われないどころ
か、地方税の国税への付け替えという逆方
向の改正となったのは皮肉なことである。  
『日経グローカル』211 号 (2013.１ )の特
集「地方分権改革、首長に聞く」では日本
経済新聞社産業地域研究所が全国の知事、
市区長を対象に行ったアンケート調査結果
から、多くの首長達が権限移譲に期待しつ
つも財源なき権限拡大に危機感を抱いてい
ること、また地方税財政の見直しへの期待
が強い一方で人口規模の小さな団体を中心
に税源移譲よりも地方交付税制度の拡充を
望む声も少なくないこと等を明らかにして
いる。その意味では有識者検討会や税制改
正大綱が示す方向は税源格差に配慮しなが
ら財政力に欠ける自治体を中心に財源の強
化を図るのは現実的なものである。しかも、
再配分の財源が、偏在度がとくに強く、し
かも最も景気の影響を受けやすい法人住民
税（法人税割）であれば尚更のことといえ
る。  
税収偏在の問題の重要性については、堀
場勇夫・宮原勝一・舟島義人「地方税の変
動と偏在性」（『税研』167 号、2013 年 1 月）
が制度改正ではなく税収の所得弾性値の大
きな法人課税が税収の変動性と偏在の原因
になっていることを検証している。地方法
人税や法人住民税の交付税財源化と同じ方
向を示すのが、林宏昭「事業税の地域間配
分に関する一考察」（『関西大学経済論集』
62 巻３号、2012 年 12 月）である。そこで
は、法人住民税とともに道府県税の基幹税
であり、税収偏在の大きな要因となってい
る法人事業税について、県境をまたぐ企業
（分割法人）に係る税収分割基準と県内法
人の偏在とによって税収偏在が拡大してい
る分析結果を示し、県内純生産に基づく都
道府県間の清算の制度を提案している。  
しかし、税財源の偏在の是正は重要な課
題であるその一方で、地方分権は財政を含
めた地方の自立でもあらねばならないので
あって、総務省も地方公共団体も本来は偏
在が少なく安定した税源を国から地方に移
譲することが地方分権に相応しい地方税制
のありかたと考えてきたはずである。国か
ら地方への思い切った税源移譲が実際に容
易でないとするのであれば、現行の制度の
枠組みを大きく変えないままの地方の課税
自主権の拡充はどうか。この視点から示唆
を与えてものとして、川崎一泰「固定資産
税を活用した地域再生ファンドの可能性」
（『ゆうちょ資産研究・研究助成論文集』
19 号、2012 年 10 月）は固定資産税を都市
再開発の特定財源化することで地価上昇＝
税収増収をめざすＴＩＦの仕組みの、現実
妥当性を検証するシミュレーションを試み
ていることで興味深い。同じく、深澤英司
「地方における独自減税の本質－」（『レフ
ァレンス』62 巻 12 号、2012 年 12 月）や
諸外国の先行事例研究を通して、地方税減
税と地域経済再生の可能性についての論点
整理を行っている。  
地方分権に相応しい地方税制の構築は地
方分権の実現の条件であり、また、地方分
権そのものを具現するものであもある。国
税と地方税の本格的な再構成をめざしつつ、
現実的な地方税収の拡充のために、いまの
枠組みの下で何ができるかのを探る研究も
同時に進められる必要があることを、本稿
でとりあげた諸論文から読み取ることがで
きる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
